
社会経済動向
（個性豊かな地域づくり部会）

• 文化・芸術
• スポーツ
• 観光
• 地域コミュニティ・ライフスタイル

参考２-２



• 文化観光推進法が2020年５月より施行された

• 文化観光推進法は、文化振興を観光振興と地域活性化に繋げ、これによる経済効果が文化
振興に再投資される好循環を創出することを目的とする

• 文化観光拠点施設を中核とした地域の文化観光推進のため、拠点計画や地域計画の認定等
を定めている

社会経済動向（文化・芸術）

1出典：文化庁「文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光の推進に関する法律概要」

■文化観光推進法

文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光の推進に関する法律（文化観光推進法）の概要



• 2022年６月、文化芸術推進基本計画（第２期）の策定に向け、以下の事項を諮問事項
として審議が行われた

✓ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた中長期的な文化芸術の振興方策

✓文化と経済の好循環を創造するための方策

✓文化芸術行政の効果的な推進の在り方

社会経済動向（文化・芸術）

2
出典：文部科学省 第22期文化審議会第２回総会（第88回）

「新時代に求められる文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進方策について-「文化芸術推進基本計画（第2期）」の策定に向けて-（諮問）（概要）」

■文化芸術推進基本計画

新時代に求められる文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進方策について-
「文化芸術推進基本計画（第2期）」の策定に向けて-（諮問）（概要）



• 成人のスポーツ実施率は以下のとおり増加傾向となっている

✓週１日以上（成人全体）：H3年度27.8% → R３年度56.4%

✓週１日以上（成人男性）：H3年度29.1% → R３年度58.5%

✓週１日以上（成人女性）：H3年度26.7% → R３年度54.1%

✓週３日以上（成人全体）：H3年度11.9% → R３年度30.4%

社会経済動向（スポーツ）

3出典：文部科学省「令和３年度 文部科学白書」

■成人のスポーツ実施率

成人のスポーツ実施率の推移



• 2022年３月に、「第３期スポーツ基本計画」
が策定された

• 第２期計画における「する」「みる」「ささえる」と
いう視点に、以下の３つの視点を追加し、総
合的・計画的な推進を図っている

✓スポーツを「つくる/はぐくむ」

✓スポーツで「あつまり、ともに、つながる」

✓スポーツに「誰もがアクセスできる」

社会経済動向（スポーツ）

4

■第３期スポーツ基本計画

出典：スポーツ庁「第３期スポーツ基本計画」

第３期スポーツ基本計画の概要



• 2021年の宿泊旅行者数は延べ１億4,177万人（前年比11.8%減、2019年比54.5%減）

• 日帰り旅行者数は延べ１億2.644万人（前年比4.7%減、2019年比54.1%比）

社会経済動向（観光）
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■日本人の国内旅行の状況

日本人国内旅行延べ人数の推移（宿泊・日帰り）

出典：国土交通省「令和４年版 観光白書」



• 訪日外国人旅行者数は、2019年までは、
ビザの戦略的緩和や訪日外国人旅行者
向け消費税免税制度の拡充などにより増
加傾向だった

• 2020年以降は新型コロナウイルス感染拡
大の影響により大幅に減少している

社会経済動向（観光）
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■訪日外国人旅行者数

出典：国土交通省「令和２年版 観光白書」

• 新型コロナウイルス感染拡大前の2019年の
訪日外国人旅行者の内訳は以下のとおりで
あり、東アジアからが最も多い

✓中国（959万人、30.1%）

✓韓国（558万人、17.5%）

✓台湾（489万人、15.3%）

✓香港（229万人、7.2%）

✓米国（172万人、5.4%）

✓タイ（132万人、4.1%）

■訪日外国人旅行者の内訳
訪日外国人旅行者の内訳（2019年）

訪日外国人旅行者数の推移

出典：国土交通省「令和４年版 観光白書」



• テレワークの普及に伴い、新しい働き方として、
働く場所を柔軟に選択しながら働く「ワーケー
ション」への関心が高まりつつある

• ワーケーションの経験者は4.2％と未だ少数で
ある一方、ワーケーションの認知度は「聞いたこ
とがない・知らない」を除くと全体の約８割に達
している

社会経済動向（観光）
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出典：国土交通省「令和４年版 観光白書」

■ワーケーションの認知度 ワーケーションの認知と理解

• 第２のふるさとを持ちたいと思う人は、56%と
過半数以上となっている

• 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による
地方志向の高まりを受け、第２のふるさとに対
するニーズが高まりつつある

■第２のふるさとに対するニーズ
生まれ育った地元以外にもふるさとを持ちたいというニーズ

出典：国土交通省「令和４年版観光白書について（概要版）」



• 新型コロナウイルスの感染症感染拡大に伴い、
近隣地域内での観光（マイクロツーリズム）が
進展している

• 2019年と2020年を比較すると、域内旅行
者割合がいずれの地域でも増加している

社会経済動向（観光）
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出典：国土交通省「令和４年版観光白書について（概要版）」

■マイクロツーリズムの進展
居住エリア別地域ブロック内の域内旅行者割合

（2019年と2021年の比較）

• 新型コロナウイルスの感染症感染拡大に伴い、
観光客は混雑する時期を回避する傾向にあ
る

• 休日・祝日やゴールデンウィーク、年始に集中
していた観光客の減少率が特に大きい

■混雑する時期を回避する傾向
2021年の曜日別国内旅行者数増減率（2019年比）

(%)

(%)



• 新型コロナウイルスの感染症感染拡大に伴い、
短期間の宿泊が増加している

• 2019年７-12月期から2020年７-12月期
の間で、１泊の宿泊が１割強増加している

社会経済動向（観光）
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出典：国土交通省「令和３年版観光白書について（概要版）」

■宿泊日数の減少 宿泊日数の推移

• 旅行形態では「個人旅行」の割合が増加している

• 2019年７-12月期から2020年７-12月期
の間で、「個人旅行」が4.4ポイント増加している

■個人旅行の増加

旅行の種類



社会経済動向（観光）
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出典：国土交通省「令和４年版観光白書について（概要版）」

• 旅行における現地のコミュニティや文化、環境等
への影響を重視する考え方が高まっている

• 日本の旅行者の旅先での過ごし方は、多い順に
以下のとおりである

✓旅行中に使ったお金を現地コミュニティに還元してほしい

✓旅行中は現地の文化を代表するような本格的な体験
をしたい

✓サステナビリティを高めるために旅行中の行動を変え、
可能な限り徒歩や自転車の利用、ハイキングを行うように
なった

✓滞在する宿泊施設のカーボン・フットプリントを相殺できる
方法があるなら実行したい

■旅先での過ごし方
旅先での過ごし方

• SDGsへの意識の高まりやパンデミックの影響
等により、「サステナブルな旅は自身にとって重
要である」と回答した旅行者は日本では73%、
世界では81%となっている

■サステナブルな旅行に対する意識
「サステナブルな旅は自身にとって重要である」と回答した割合

出典：Booking.com「Sustainable Travel Report 2022」



• 地方自治体が認識している課題として、以下のものが多い順に挙げられている

✓観光客のマイカーや観光バス等による交通渋滞

✓日帰り客等の増加に伴うリーケージ

✓宿泊施設の不足

✓観光客によるトイレの不適切な利用

社会経済動向（観光）
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■訪問旅行者増加による地方自治体の課題

出典：観光庁「持続可能な観光先進国に向けて（概要）」

地方自治体が認識している課題



• 2019年６月、観光庁は「持続可能な観光推進本部」において、持続可能な観光先進国に向け
て、以下のとおり今後の取組の方向性を取りまとめた

✓混雑やマナー違反対策等に関するモデル事業を含む国内外の先行事例を全国に横展開

✓各自治体や観光地域づくり法人（DMO）による持続可能な観光地経営に資するため、「持続可能な観光指標」
の開発・普及を推進

社会経済動向（観光）
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■持続可能な観光先進国に向けた取組の方向性

今後の取組の方向性

出典：観光庁「持続可能な観光先進国に向けて（概要）」



• 観光庁は、2021年11月、「アフター
コロナ時代における地域活性化と観光
産業に関する検討会」を立ち上げた

• 検討会は、今後の取組の方向性と取り
組むべき国の主な施策として、以下が
必要であるとした

✓観光地の面的な再生・高付加
価値化の推進

✓持続可能な観光地経営の確立

✓観光産業の構造的課題の解決

社会経済動向（観光）
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出典：観光庁 アフターコロナ時代における地域活性化と観光産業に関する検討会
第５回「最終とりまとめ概要」

■アフターコロナ時代における観光
アフターコロナ時代における地域活性化と観光産業に関する検討会

最終とりまとめ概要（案）



• 観光庁では、観光分野におけるDXの推進により、旅行者の利便性向上や観光産業の生産性
向上等、地域活性化や持続可能な経済社会の実現を目指している

• 2022年度は、旅行者のデータの連携や利活用に関する実証事業を実施している

社会経済動向（観光）

14

■観光DXの推進

観光分野におけるデジタル実装

出典：観光庁「第１回 観光DX推進のあり方に関する検討会 事務局説明資料」



• 2021年３月、「新たな住生活基本計画」
が閣議決定され、以下の３つの視点と８つ
の目標が掲げられた

• ①「社会環境の変化」の視点

✓「新たな日常」やDXの進展等に対応した新しい
住まい方の実現

✓頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な
住宅・住宅地の形成と被災者の住まいの確保

• ②「居住者・コミュニティ」の視点

✓子どもを産み育てやすい住まいの実現

✓多様な世代が支え合い、高齢者等が健康で
安心して暮らせるコミュニティの形成とまちづくり

✓住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティ
ネット機能の整備

• ③「住宅ストック・産業」の視点

✓脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と
良質な住宅ストックの形成

✓空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用
の一体的推進

✓居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活
産業の発展

社会経済動向（地域コミュニティ・ライフスタイル）
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出典：国土交通省「令和４年度版 国土交通白書」

■新たな住生活基本計画

新たな住生活基本計画



• 2020年10月時点の本県の「単独
世帯」の割合について、地域別では
以下のとおりである

✓石川中央：37.2%

✓奥能登：32.2%

✓加賀南部：29.5%

✓中能登：28.7%

• 「単独世帯」の割合が最も高い・低い
市町はそれぞれ以下のとおりである

✓野々市市：45.0%

✓川北町：13.1%

社会経済動向（地域コミュニティ・ライフスタイル）
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■県内の「単独世帯」の状況

出典：総務省「国勢調査」

県内の「単独世帯」の割合（2020年10月時点）
（上図：地域別、下図：市町別）



• 2020年10月時点の本県の「核家族
世帯」の割合について、地域別では
以下のとおりである

✓加賀南部：56.9%

✓中能登：54.3%

✓石川中央：54.0%

✓奥能登：51.2%

• 「核家族世帯」の割合が最も高い・低い
市町はそれぞれ以下のとおりである

✓川北町：68.9%

✓野々市市：47.7%

社会経済動向（地域コミュニティ・ライフスタイル）
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■県内の「核家族世帯」の状況

出典：総務省「国勢調査」

県内の「核家族世帯」の割合（2020年10月時点）
（上図：地域別、下図：市町別）



• 2020年10月時点の本県の「三世代
世帯」の割合について、地域別では
以下のとおりである

✓中能登：10.6%

✓加賀南部：8.9%

✓奥能登：8.7%

✓石川中央：5.3%

• 「三世代世帯」の割合が最も高い・低い
市町はそれぞれ以下のとおりである

✓宝達志水町：13.5%

✓野々市市：3.9%

社会経済動向（地域コミュニティ・ライフスタイル）
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■県内の「三世代世帯」の状況

出典：総務省「国勢調査」

県内の「三世代世帯」の割合（2020年10月時点）
（上図：地域別、下図：市町別）


